
　国保以外の移譲補助負担金　８５０億円程度
　

　○　国民健康保険の国庫負担の見直し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，０００億円程度

　

税源移譲
地方６団体の提案（約９，４４０億円）

三位一体改革に係る政府・与党合意（平成１６年１１月２６日）の概要（厚生労働省所管分）

７，８５０億円
程度

交付金化

　

＋

（参考）政府・与党合意全体の概要

１．概ね３兆円規模の税源移譲を目指す。

２．概ね３兆円規模の税源移譲のうち、その８割方につい
て次のとおりとする。
・義務教育費国庫負担金（暫定） ８，５００億円程度

　　　　（平成１７年度分（暫定)４，２５０億円）

　　　・国民健康保険 ７，０００億円程度

　　　・文教（義務教育費国庫負担金を除く） 　　１７０億円程度

　　　・社会保障（国民健康保険を除く） 　　８５０億円程度

　　　・農水省 　　２５０億円程度

　　　・経産省 　　１００億円程度

　　　・公営住宅家賃収入補助 　　６４０億円程度

　　　・総務省、環境省 　　　９０億円程度

　　　　平成１６年度分 ６，５６０億円程度

　　　税源移譲額　合計 ２４，１６０億円程度

　　児童福祉 　　３，９４０億円

　　高齢者施策 　　１，６１０億円

　　障害者施策 　　　　９８０億円

　　医療・保健衛生 　　　　４５０億円

　　社会福祉 　　　　２３０億円

　　その他 　　　　１８０億円

　　社会福祉施設整備費 　　　　１，３００億円
　　保健衛生施設整備費 　　　　　　１００億円
　　医療施設等整備費　 　　　　　１７０億円

　　特別会計事業 　　　　４８０億円

　（民間保育所運営費　２，６７０億円）

※生活保護費負担金及び児童扶養手当の　
　補助率の見直しについては、地方関係者が
　参加する協議機関を設置して検討を行い、　
　平成１７年秋までに結論を得て、平成１８年
　度から実施する。

　障害者施策 　　○　障害者地域生活支援事業（統合補助金）

　高齢者施策 　　○　介護保険地域支援事業交付金

　　○　次世代育成支援対策交付金（施設整備分を除く）
　児童福祉　　　　　○　児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業（統合補助金）

　　○　母子家庭等対策総合支援事業（統合補助金）
　　○　母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金）

　医療・保健衛生　○　保健医療提供体制推進事業（統合補助金）

　社会福祉　　　　　○　セーフティネット支援対策事業（統合補助金）

税源移譲

３．平成１７年中に、以下について検討を行い、結論を得る。

　（１）　生活保護・児童扶養手当に関する負担金の改革
　
（２）　公立文教施設等、建設国債対象経費である施設費の
取扱い

　
（３）　その他

　　（注）①　生活保護費負担金及び児童扶養手当の補助率
の見直しについては、地方団体関係者が参加する
協議機関を設置して検討を行い、平成１７年秋まで
に結論を得て、平成１８年度から実施する。

　　　 ②　公立文教施設の取り扱いについては、義務教育
のあり方等について平成１７年秋までに結論を出す
中央教育審議会の審議結果を踏まえ、決定する。

補助負担金改革

（注）２８，３９０億円のうち、
１７，７００億円は税源移譲につながる改革
４，７００億円はスリム化の改革
６，０００億円は交付金化の改革

　医療・保健衛生　○　保健医療提供体制整備交付金　　　　　　　　

　高齢者施策 　　○　地域介護・福祉空間整備等交付金　　　　　　

　児童福祉 　　○　次世代育成支援対策交付金（施設整備分）　

【施設整備費関係】（１，３９０億円程度）

【事業費関係】（１，９１０億円程度）

政府・与党合意

国民健康保険については、地方への権限
移譲を前提に、都道府県負担を導入する。

地方の創意工夫を生かす観点から、
上記に併せて交付金化・統合補助金化

内閣府本府 　　１０億円程度
総務省 　　９０億円程度

文部科学省　　　　　　　　　
　　義務教育費国庫負担金 ８，５００億円程度の減額（暫定）
　　　 （うち１７年度分（暫定） ４，２５０億円）
　　その他の国庫補助負担金等 ２３０億円程度
　厚生労働省 ９，３４０億円程度
　農林水産省 ３，０４０億円程度
　経済産業省 １８０億円程度
　国土交通省 ６，４６０億円程度
　環境省 　５４０億円程度

　　
合　　計 ２８，３９０億円程度








